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株式会社東海テクノとの資本業務提携に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 24 年 10 月 16 日開催の取締役会において、株式会社東海テクノ（以下、東海テクノ）との間

で、資本業務提携を行うことについて決議いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

 

 

１．資本業務提携の理由 

 

今回、資本業務提携契約を締結した東海テクノは、三重県四日市市に本社を置き、東海地区全域において

水質・土壌・大気等の調査・分析業務を行っております。昭和 47 年に大気汚染防止法に基づくばい煙測定

業務を開始し、今日までの長きに渡って信頼と実績を積み重ねてまいりました。特に東海地区における主要

工業地帯である四日市市内の製造業を中心とした民間企業を数多く顧客に抱えております。 

 

当社 100％子会社である環境保全株式会社（以下、環境保全）も、東海テクノと同様に水質・土壌・大気

等の調査・分析業務を行っておりますが、それぞれ次の特徴を有しており、今回の資本業務提携により両社

の機能を相互補完できるものと考えております。 

①拠点 

東海テクノは三重県四日市と松阪市に分析センターを有し、三重県及び愛知県を中心とした東海・近畿地

方において事業展開しております。一方、環境保全は青森県平川市に分析センターを有し、営業の拠点を青

森県及び東京都、仙台市に構え、東北・関東地方を対象エリアとしております。さらに、当社と環境保全は、

平成 22 年３月より資本業務提携を開始した株式会社ダイセキ環境ソリューション（以下、ダイセキ環境）

とともに、宮城県仙台市を拠点として東北地域での震災復興事業に共同で取り組んでおります。 

②機能 

東海テクノは、国際基準であるEPA法に基づくアスベスト測定や、分析技術の自動化・ロボット化による

多量検体分析への対応など、環境保全の有していない機能を数多く保有しております。また、環境保全は東

北という地域特性から、NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメーター、ゲルマニウム半導体検出器を保有

し、放射性物質の分析を行っております。 

  ③人員 

  東海テクノの従業員数は約 100 名であり、環境保全の２倍の人員を確保しております。また、有資格者

（環境計量士）も環境保全６名に対して東海テクノ12名と大きく上回っております。 

  ④顧客の構成 

  東海テクノの大きな特徴の一つとして、民間企業を中心とした顧客層があります。顧客の中心は四日市の

工業地帯に工場をもつ民間企業であり、官公庁の割合は 15％程度と、公共依存度は一般的な分析会社より

低くなっております。対して環境保全は官公庁を主体とした顧客構成となっており、官公庁の割合は 50％
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以上を占めております。 

  ⑤売上構成 

  両社の売上構成を以下に示します。東海テクノは、大気汚染の分析から創業したこともあり、大気測定の

割合が高くなっております。また、計測機器の販売・メンテナンスも大きな割合を占めています。環境保全

は、飲料水の分析を主体としていることから、水質分析が４割以上を占めています。さらに、当社の子会社

化後は、土壌・廃棄物分析、アスベスト分析も売上を伸ばしてきております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図１ 東海テクノの売上構成（H23.9月期）    図２ 環境保全の売上構成（H24.3月期） 

 

今回の資本業務提携により、両社の強みを活かして、それぞれに異なる『企業特性』『地域特性』『顧客特

性』を相互補完し、互いの機能を有機的に統合させ、分析・調査部門のさらなるレベルアップと付加価値化、

顧客基盤の拡充に努めてまいります。 

加えて、平成 24 年９月より資本業務提携を開始した株式会社アースアプレイザルとの連携により、当社

グループ内で分析のみならずその先の提案サービスまで可能となりました。今回、東海・近畿地方の東海テ

クノが加わることによって、調査・分析・提案から措置対策まで一貫して行う『ワンストップ・ソリュー

ションサービス』を、全国を対象として展開することが可能となります。 

さらに、東海テクノの強み・特性を活かして当社グループの研究開発の拠点として位置付け、産業廃棄物

処理業から『総合環境コンサルテーション業』への転換、科学的根拠に基づいた高度処理、リサイクル品の

開発製造等に力を入れていく所存です。 

 

昭和 45 年に『廃棄物の処理及び清掃に関する法律』が制定されたのを契機に、廃棄物処理・再資源化業

界が 50 年かけて形成してきた『専業型事業モデル』は、現在統合・再編の時代を迎えております。当社は、

この分野で川上から川下を統合・再編し、さらに最川上である『調査・測定・分析・研究開発・総合環境コ

ンサルティング』を拡充させ、加えて川下の機能を多角化･拡充化させることによって『統合型事業モデ

ル』を構築するべく、積極的な事業拡大・Ｍ＆Ａを行ってまいります。 
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以下にそのイメージ図を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 今後の事業スキームのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ グループ全体の事業スキームイメージ 
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２．業務提携の内容等 

  当社グループが有する廃棄物処理、汚染土壌調査等に関するノウハウと、東海テクノが有する分析・調査

技術、顧客、営業等のノウハウを相互に活用します。 

なお、同社との間で出向を含む人事交流を行い、同社に取締役（非常勤）１名を派遣する予定です。 

 

３．取得株式数、及び取得前後の所有株式の状況 

 

（１） 異動前の所有株式数 0株 （所有割合： 0.0%、議決権比率： 0.0%） 

（２） 取得株式数 34,000株  

（３） 異動後の所有株式数 34,000株 （所有割合：34.0%、議決権比率：34.0%） 

※本資本業務提携により、当社は東海テクノの筆頭株主となり、同社は当社の持分法適用会社となります。 

 

４．資本業務提携の相手先の概要 

 

（１） 名 称 株式会社東海テクノ 

（２） 所 在 地 三重県四日市市午起二丁目４番18号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 市田 淳一 

（４） 事 業 内 容 計量証明事業 

（５） 資 本 金 5,000万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和47年12月６日 

（７） 主 要 な 株 主 市田 與惣次 他 

（８） 上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関係

はありません（関係者及び関係会社を含む）。 

当該会社及び当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には

該当しません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成21年９月期 平成22年９月期 平成23年９月期 

 純 資 産 752百万円 759百万円 775百万円

 総 資 産 1,108百万円 1,151百万円 1,147百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 7,523円 7,596円 7,753円

 売 上 高 1,157百万円 1,167百万円 1,259百万円

 営 業 利 益 40百万円 32百万円 34百万円

 経 常 利 益 43百万円 33百万円 36百万円

 当 期 純 利 益 29百万円 14百万円 23百万円

 １株当たり当期純利益 293円 147円 231円

 

５．日 程 

 

（１） 取 締 役 会 平成24年10月16日 

（２） 業務提携契約締結 平成24年10月16日 

（３） 提 携 業 務 開 始 日 平成24年10月16日 

 

６．今後の見通し 

 

本資本業務提携による当社の連結業績への影響につきましては、既存の主力事業はもとより、これから

取り組んでゆくことになる新規事業など、将来的には一定の成果が見込まれるものと考えておりますが、今

期業績に与える影響は軽微にとどまる見込みです。 

今後、業績予想修正の必要性及び公表すべき事項が生じた場合には、改めて速やかにお知らせいたします。 

以上


